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建設工事における積算基準等について（通知）

標記について、防衛省が実施する建設工事（工事の実施細目について（防整技第

７１６７号。２８．３．３１）第２第１号に規定する建設工事をいう。）のうち、

土木工事については別冊第１「土木工事積算価格算定要領」及び別冊第２「土木工

事標準歩掛」を、電気設備工事及び機械設備工事においては、航空灯火・燃料設備

等工事について別冊第３「防衛施設設備積算要領」を、通信工事については別冊第

４「通信工事積算価格算定要領」及び別冊第５「通信工事積算要領」のとおり定め

たので、令和４年１０月１日以降に入札公告を行う工事から適用されたい。

また、本通知に定めるもののほか、この通知の実施に関し必要な事項は、別に定

めるものとする。

なお、建設工事における積算基準等について(防整技第１６３５５号。令和３年

９月２８日)は、令和４年９月３０日限りで廃止する。
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